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愛媛大学遺伝子組換え実験安全管理規程 

 
                                                      平成１６年４月１日          
                                                       規 則 第 ５ ５ 号          
   第１章 総則 
 （目的） 
第１条  この規程は、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に

関する法律」（平成１５年法律第９７号。以下「法律」という。）及びこの法律に関連
した省令・告示（以下「省令等」という。）に基づき、愛媛大学（以下「本学」という。）
において遺伝子組換え生物等の第二種使用等（以下「使用等」という。）に当たって執
るべき拡散防止措置及び安全確保に関し必要な事項を定め、もって遺伝子組換え実験（以
下「実験」という。）の安全かつ適切な実施を図ることを目的とする。 

 （定義） 
第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに 

よる。 
 (1) 部局 教育学部、理工学研究科（理学系）（理学部を含む。）、医学系研究科（医

学部附属病院、プロテオサイエンスセンター重信ステーション及び学術支援センター
（重信地区）を含む。）、理工学研究科（工学系）（工学部を含む。）、農学研究科
（農学部を含む。）、学術支援センター（樽味地区）、沿岸環境科学研究センター、
プロテオサイエンスセンター城北ステーション及び南予水産研究センターをいう。 

  (2) 安全委員会 愛媛大学遺伝子組換え実験安全委員会をいう。 
  (3) 部局委員会  部局に置く遺伝子組換え実験安全委員会をいう。 
  (4) 安全主任者  部局に置く遺伝子組換え実験安全主任者をいう。 
 （学長の責務） 
第３条  学長は、本学において行われる実験に当たって執るべき拡散防止措置及び安全確

保に関して総括する。 
 （部局の長の責務） 
第４条 部局の長は、当該部局において行われる実験の計画、実施及び拡散防止措置並び

に安全確保について統括責任者となり、次の各号に掲げる任務を果たすものとする。 
 (1) 部局において行われる実験の計画、実施及び拡散防止措置並びに安全確保に関し必

要事項を定めること。 
  (2) 部局委員会の委員及び安全主任者を任命すること。 
  (3) 文部科学大臣の確認を必要とする実験（以下「大臣確認実験」という。）について、

部局委員会の審査を経て、学長に申請すること。 
  (4) 部局の長の承認を必要とする実験（以下「機関実験」という。）について、部局委

員会の審査を経て、承認すること。 
  (5) 実験方法の改善の勧告、実験の計画変更、実験の一時停止及び実験の承認の取消し

を行うこと。 
  (6) 実験の安全管理に関して学長に報告すること。 
  (7) その他実験の安全確保に関する必要な事項を実施すること。 
 （学術支援センター長の責務） 
第５条  学術支援センター長は、本学の実験の安全管理に関して指導的役割を担うものと
し、部局の長の要請に応じて、実験の適切な実施に関し、指導、助言等を行うものとす
る。 

 
   第２章 安全委員会                                                
 （設置）                                                                 
第６条 本学に、実験の安全かつ適切な実施を確保するため、安全委員会を置き、各部局
に部局委員会を置く。 

 （安全委員会） 
第７条 安全委員会は、学長の諮問に応じ、次の各号に掲げる事項について審議し、及び
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これらの事項に関して学長に助言又は勧告するとともに、部局の長に対し実験の安全管
理に関する報告を求めることができる。 

 (1) 実験に関する規程等の制定改廃 
  (2) 大臣確認実験計画の法律、省令等及びこの規程に対する適合性 
  (3) 実験計画の法律に対する適合性に関する基本的事項 
  (4) 実験に係る教育訓練及び健康管理に関する基本的事項 
  (5) 事故発生の際の必要な処置及び改善策に関する基本的事項 
  (6) その他実験の安全確保に関する重要事項 
２ 安全委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 
  (1) 学術支援センター遺伝子解析研究支援部門長 
  (2) 各安全主任者 
  (3) 実験研究者以外の自然科学系の教授又は准教授 ２人  
  (4) 人文・社会科学系の教授又は准教授 １人 
  (5) 医学に従事する教授又は准教授 １人 
  (6) 研究支援部長 

  (7) その他学長が必要と認める者 

３ 前項第２号から第５号まで及び第７号の委員は、学長が任命する。 

４ 前項の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合

の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 安全委員会に委員長を置き、学術支援センター遺伝子解析研究支援部門長をもって充

てる。 

６ 委員長は、安全委員会を招集し、その議長となる。 

７ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代行する。 

８ 安全委員会は、委員の過半数が出席しなければ議事を開くことができない。 

９ 委員長が必要と認めるときは、安全委員会の同意を得て、委員以外の者を出席させ、

説明又は意見を聴くことができる。 

１０ 安全委員会の事務は、研究支援部研究支援課において処理する。 

 （部局委員会） 

第８条 部局委員会は、部局の長の諮問に応じ、次の各号に掲げる事項について調査・審

議し、及びこれらの事項に関して部局の長に対し助言又は勧告するものとする。 

  (1) 実験計画の法律、省令等及びこの規程に対する適合性 

  (2) 実験に係る教育訓練及び健康管理 

  (3) 事故発生の際の必要な処置及び改善策 

  (4) その他実験の安全確保に関する必要な事項 

２ 部局委員会は、必要に応じ、実験責任者及び安全主任者に対し、実験の計画及び実施

について、報告を求めることができる。 

３ 部局委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、部局の長が定める。 

４ 部局の長は、前項の事項を定め、又は変更したときは、学長に報告しなければならな 

い。 
 

   第３章 安全主任者、実験責任者及び実験従事者 

 （安全主任者） 

第９条  部局に安全主任者を置く。 
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２ 安全主任者は、法律、省令等及びこの規程を熟知し、かつ、生物災害に関する知識及

び技術に習熟した者のうちから、部局の長が任命する。 

３ 安全主任者は、実験の安全確保に関し部局の長を補佐するとともに、次の各号に掲げ

る任務を行うものとする。 

  (1) 実験が法律、省令等及びこの規程に従って適正に遂行されていることを確認するこ  

と。 

  (2) 実験責任者に対し指導助言を行うこと。 

  (3) その他実験の安全確保に関する必要な事項を実施すること。 

４ 安全主任者は、その任務を行うに当たり、部局委員会と十分連絡を取り、必要な事項

について、部局委員会に報告するものとする。  
５ 安全主任者が出張、疾病その他の理由により長期にわたりその任務を行うことができ

ないときは、部局の長は、その任務を代行させるため、安全主任者の代理者を置くもの

とする。 

 （実験責任者） 

第１０条 実験を実施しようとするときは、実験計画ごとに、実験従事者のうちから実験

責任者を定めるものとする。 

２ 実験責任者は、法律、省令等及びこの規程を熟知し、かつ、生物災害の発生を防止す

るための知識及び技術に習熟した者でなければならない。  

３ 実験責任者は、実験計画の遂行について責任を負い、次の各号に掲げる任務を行うも

のとする。 

  (1) 実験計画の立案及び実施に際しては、法律、省令等及びこの規程を遵守し、安全主

任者との緊密な連絡のもとに、実験全体の適切な管理・監督に当たること。 

  (2) 実験従事者に対し、当該実験の実施に当たって必要な教育訓練及び指導を行うこと。 

  (3) 大臣確認実験について、実験計画を部局の長に提出すること。実験計画を変更しよ

うとする場合も同様とする。   
  (4) 機関実験について、実験計画を部局の長に提出し、その承認を得ること。実験計画

を変更しようとする場合も同様とする。  
  (5) 実験の結果、法律、省令等の改正を必要とするような重要な新知見が得られた場合

には、速やかに部局の長に報告すること。  
  (6) その他実験の安全確保に関する必要な事項を実施すること  
  （実験従事者） 

第１１条 実験従事者は、実験の計画及び実施に当たっては、安全確保について十分に自

覚し、必要な配慮をするとともに、実験責任者の指示に従い、かつ、あらかじめ微生物

に係る標準的な実験法並びに実験に特有な操作方法及び関連する技術に精通し、習熟し

ていなければならない。 
 

   第４章 実験計画の審査等 

 （実験計画の審査手続等） 

第１２条 すべての実験は、本条に定める手続を経て、文部科学大臣に確認申請又は部局

の長に承認申請をしなければならない。 
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２ 実験責任者は、大臣確認実験及び機関実験について実験を実施しようとする場合又は

確認及び承認された実験計画を変更しようとする場合は、次の各号に掲げる申請書及び

計画書（以下この項において「申請書等」という。）のうち、当該実験計画に応じた所

要の申請書等を部局の長に提出するものとする。 

  (1) 第二種使用等拡散防止措置確認申請書（別紙様式１） 

  (2) 遺伝子組換え実験申請書（別紙様式２） 

  (3) 遺伝子組換え実験計画書（別紙様式３） 

  (4) 遺伝子組換え実験終了（中止）報告書（別紙様式４） 

３ 部局の長は、第１項の規定により文部科学大臣に確認申請があったときは、部局委員

会に諮り、その審査を経て学長を経由して文部科学大臣に申請し、確認結果について通

知があったときは、速やかに当該実験責任者に通知するものとする。 

４ 部局の長は、第１項の規定により承認申請があったときは、部局委員会に諮り、その

審査を経て、申請計画に係る実験の実施について承認するか否かを決定し、その結果を

当該実験責任者に通知するものとする。 

 （審査基準） 

第１３条 前条第３項及び第４項に規定する部局委員会の審査は、法律に規定する拡散防

止措置及び生物学的封じ込めの基準に対する適合性及び実験従事者の訓練経験の程度等

に基づいて行うものとする。 
 

   第５章 実験の安全確保等 

 （施設・設備の管理及び保全） 

第１４条 部局の長は、実験施設及び設備を法律に定める拡散防止措置の基準に従って設

置し、その管理及び保全に努めなければならない。 

２ 実験責任者は、実験施設及び設備の管理及び保全の状態等の点検を行わなければなら 

ない。 

３ 実験責任者は、前項に規定する点検において異常を認めたときは、必要な措置を講ず

るとともに、その旨を部局の長及び安全主任者に報告しなければならない。 

 （実験の安全確認） 

第１５条 実験責任者は、実験の安全確保のため実験従事者に対し、実験開始前及び実験

中において常時、実験に用いられる実験試料が生物学的封じ込めの条件を満たすもので

あることを厳重に確認させなければならない。 

  （遺伝子組換え生物等の取扱い） 

第１６条 実験従事者は、遺伝子組換え生物等の取扱いに当たっては、拡散防止措置の区

分に応じて法律に規定する拡散防止措置の内容を厳守しなければならない。又、遺伝子

組換え生物等を他の研究機関の研究者に譲渡し若しくは提供し又は依託して使用等させ

ようとするときは、責任者はこれを記録し、その記録を保存しなければならない。 

  （遺伝子組換え生物等を含む試料及び廃棄物の保管及び運搬） 

第１７条 実験責任者は、遺伝子組換え生物等を含む試料及び廃棄物（以下「組換え生物

等」という。）を保管及び運搬する場合は、法律の保管及び運搬に係る規定を厳守する

とともに、遺伝子組換え生物等保管管理簿（別紙様式５）及び遺伝子組換え生物等運搬
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管理簿（別紙様式６）を備え、必要な事項を記録し、保存しなければならない。ただし、

Ｐ２レベル以下の拡散防止措置を必要とする組換え生物等の記録は、実験記録をもって

代えることができる。 

  （標識） 

第１８条 実験責任者は、実験を実施する場合は、拡散防止措置の区分に応じて法律の規 

定により、実験施設等に表示（別紙様式７）をしなければならない。又、組換え生物等 

を保管する冷凍庫、冷蔵庫にも表示（別紙様式８）をしなければならない。 

 （実験施設への立入り） 

第１９条 実験責任者は、実験を実施する場合は、拡散防止措置の区分に応じて法律の規

定により、実験施設への実験従事者以外の者の立入りについて、制限又は禁止の措置を

講じなければならない。 

２ 実験責任者は、Ｐ３レベル以上の実験を実施する場合は、実験従事者以外の者の実験

施設への出入管理簿（別紙様式９）を備え、実験施設へ出入りした実験従事者以外の者

の氏名、出入りの目的その他必要と認める事項を記録し、保存しなければならない。 

 （実験の記録及びその保存） 

第２０条 実験責任者は、実験期間中は記録簿（別紙様式１０）に実験の経過を記録し保

存しなければならない。 

  (譲渡等の情報提供) 

第２１条 実験責任者は、遺伝子組換え生物等の譲渡若しくは提供又は委託して使用等を

させようとする場合は、相手先に対し、情報提供書（別紙様式１１）を省令等に定める

方法により提供しなければならない。 

２ 実験責任者は、前項により情報提供を行った場合又は外部から情報提供を受けた場合

は、遅滞なく、情報提供届出書（別紙様式１２）を部局の長に提出しなければならない。 

３  実験責任者は、実験従事者が遺伝子組換え生物等を輸出した場合は、遅滞なく、輸出

届出書（別紙様式１３）を部局の長に提出しなければならない。 
 

   第６章 教育訓練及び健康管理 

 （教育訓練） 

第２２条 部局の長及び実験責任者は、実験開始前に実験従事者に対し、法律、省令等及

びこの規程を熟知させるとともに、次の各号に掲げる事項について教育訓練を行わなけ

ればならない。 

  (1) 危険度に応じた微生物安全取扱い技術 

  (2) 拡散防止措置に関する知識及び技術  
  (3) 生物学的封じ込めに関する知識及び技術 

  (4) 実施しようとする実験の危険度に関する知識 

  (5) 事故発生の場合の措置に関する知識（大量培養実験においては、組換え生物等を含

む培養液が漏出した場合における化学的処理による殺菌等の措置に特に配慮するこ

と。) 

２ 前項に規定する各部局が独自に実施する教育訓練のほか、いずれかの部局から要請が

あった場合は、学術支援センターにおいて全学一括教育訓練を実施するものとする。 
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  （健康管理） 

第２３条 部局の長は、部局委員会の助言を得て、実験従事者の健康管理について次の各

号に掲げる措置を講じなければならない。 

  (1)  実験従事者に対し実験の開始前及び開始後１年を超えない期間ごとに健康診断を

行うこと。ただし、当該健康診断は、本学で行う一般定期健康診断をもって代えるこ

とができる。 

  (2) 実験従事者が人に対する病原微生物を取り扱う場合には、実験開始前に予防治療の

方針についてあらかじめ検討し、必要に応じて抗生物資、ワクチン、血清等を準備し、

また、実験開始後６月を超えない期間ごとに特別定期健康診断を行うこと。 

  (3) 実験室内又は大量培養実験区域内における感染が疑われる場合には、直ちに健康診

断を行い、適切な措置を講ずること。 

２ 部局の長は、健康診断の結果を記録し、保存しなければならない。 

３ 部局の長は、実験従事者が次の各号の一に該当するとき又は同様の報告を受けたとき

は、直ちに調査するとともに、必要な措置を講じなければならない。  
  (1) 組換え生物等を誤って飲み込み、又は吸い込んだとき。  

  (2) 組換え生物等により皮膚が汚染され、それらが除去できないとき又は感染を起こす

おそれがあるとき。 

  (3) 組換え生物等により実験室及び実験区域が著しく汚染された場合に、その場に居合

わせたとき。 

  (4) 健康に変調をきたした場合又は重症の若しくは長期にわたる病気にかかったとき。 

４ 実験従事者は、絶えず自己の健康について注意しなければならない。 
 

     第７章 実験の制限、終了報告等 

  （実験の制限等） 

第２４条 部局の長は、実験責任者が法律、省令等若しくはこの規程に従わず、又は従わ

ないおそれがあると認めた場合は、直ちにその是正の措置を講ずるよう実験責任者に指

示しなければならない。 

２ 部局の長は、前項の規定により指示した事項が是正されないと認めたときは、部局委

員会に諮り、実験の制限若しくは一時停止を命じ、又は実験の承認を取り消すことがで

きる。 

  （実験の終了等の報告）                       
第２５条 大臣確認実験及び機関実験の実験責任者は、実験を終了又は中止したときは、

遺伝子組換え実験終了（中止）報告書(別紙様式４）を部局の長に提出しなければならな

い。又、大臣確認実験で報告を求められている場合は、遺伝子組換え実験結果報告書（指

定様式なし）を部局の長を経て文部科学大臣に提出するものとする。 
 

      第８章 緊急事態発生時の措置        
  （緊急事態発生時の措置）   
第２６条 実験施設において、次の各号の一に該当する事態を発見した者は、直ちにその

旨を実験責任者に通報しなければならない。 
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  (1) 事故又は地震、火災その他の災害により、組換え生物等によって実験施設が著しく

汚染され、若しくは汚染されるおそれがある場合又は組換え生物等が実験施設から漏

出し、若しくは漏出するおそれがある場合 

  (2) 組換え生物等によって人体が汚染され、又は汚染されるおそれがある場合 

２ 前項の規定により通報を受けた実験責任者は、応急の措置を講ずるとともに、直ちに

その旨を部局の長及び安全主任者に報告しなければならない。 

３ 前項の規定により報告を受けた部局の長及び安全主任者は、直ちに必要な措置を講じ

なければならない。 
 

     第９章 雑則  
  （学長への報告）  
第２７条 部局の長は、次の各号の一に該当するときは、速やかに学術支援センター長を

経て、学長に報告しなければならない。 

  (1) 緊急事態が発生したとき。 

  (2) 安全委員会の委員及び安全主任者を委嘱又は変更したとき。 

  (3) 実験の結果、法律、省令等の改正を必要とするような重要な新知見が得られたとき。 

  (4) 第４条第１号の規定により、実験の安全確保に関し必要な事項を定めたとき。 

  (5) 大臣確認済の実験について、部局内において実験場所を変更するとき。 

２ 学長は、前項第１号に掲げるもののうち、法律第１５条に係る事故の報告を受けたと

きは、学術支援センター長及び安全委員会と連携してその事故の状況及び執った措置の

概要を文部科学大臣に届け出なければならない。 

  （その他） 

第２８条 この規程に定めるもののほか、実験の安全確保に関し必要な事項は、安全委員

会の議を経て、学長が定めることができる。  

 

 

   附 則 

 この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

      附 則 

１ この規程は、平成１６年６月９日から施行する。 

２ この規程の施行前において、既に愛媛大学組換えＤＮＡ実験安全管理規程（平成１６

年規則第５５号）により所定の手続きを経ている機関承認実験、機関届出実験について

は、この規程による所定の手続きを経たものとする。ただし、実験計画が新しい法律、

省令等で大臣確認を必要とする場合は、新たに確認申請を行わなければならない。 

    附 則 

 この規程は、平成１６年１０月１３日から施行する。 

      附 則 

 この規程は、平成１８年７月２６日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

      附 則 

 この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 
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      附 則 

 この規程は、平成２０年４月２３日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この規程は、平成２１年２月９日から施行し、平成２０年１０月１日から適用する。 

   附 則 

  この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。  
      附 則 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この規程は、令和３年１月１日から施行する。 

附 則 
 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 



別紙様式１

文部科学大臣　　殿

Ｎｏ．

（注）この申請書は、研究開発等に係る遺伝子組換え生物等の第二種使用等に当たって執るべき拡散
　　防止措置等を定める省令（平成１６年文部科学省・環境省令第１号）に基づく別記様式（第９条関係）
　　を添付すること。

下記の遺伝子組換え実験の実施について確認を申請します。

記

実験責任者の所属・職・氏名遺伝子組換え実験の課題名

第二種使用等拡散防止措置確認申請書

　　　年　　　　月　　　　日

研

究

機

関

所 在 地

名 称

代 表 者 職 ・ 氏 名

（〒　　       ）



別紙様式２

（〒　　　　）

番号

上記申請を承認します。

（部局長）

下記の遺伝子組換え実験の実施について承認を申請します。

記

遺伝子組換え実験の課題名 文　書　番　号 承　認　日

遺伝子組換え実験申請書

　　　年　　　　月　　　　日

実

験

責

任

者

所 在 地

名 称

代表者職・氏名

（部　局　長）　　殿



別紙様式３

（注１）

実施場所 名称
（注２）

所在地 郵便番号（　　　　　　　）

電話番号

実験責任者 所属機関の名称
及び職名

氏名

住所 郵便番号（　　　　　　　）

電話番号

ファクシミリ番号

電子メールアドレス

実験従事者 氏名 宿主及びその取扱い 組 換 え Ｄ Ｎ Ａ 実 験
経験年数（注３） 経験年数

安全主任者確認欄

遺伝子組換え実験計画書

課題名

　　　　年　　　　　月　　　　　から　　　　　　年　　　　　月　　　まで
実  験  実  施  予  定  期  間

所属機関・職名

年　　　月　　　　日

上記の実験計画は機関実験であり、実験計画書に不備のないことを認めます。

安 全 主 任 者 部 局 ・ 職 ・ 氏 名



実験の目的 種類（注４） □微生物使用実験　□大量培養実験　□動物作成実験　□動物接種実験　

及び概要 □植物作成実験　□植物接種実験　□きのこ作成実験　□細胞融合実験

目的

概要（注５）

遺伝子組換え 核酸供与体及び □クラス１　□クラス２　□クラス３　□クラス４

生物等及びそ その特性

の特性 （注６）

供与核酸及び □同定済　□未同定

その特性

（注７）

ベクタ一等及び □認定宿主－ベクター系　□非認定宿主－ベクター系

その特性

（注８）

宿主等及び □クラス１　□クラス２　□クラス３　□クラス４

その特性

（注９）

遺伝子組換え生物

等の特性（宿主等

との相違を含む。）

（注１０）

（注１１）

拡散防止措置 区分及び選択理由 □Ｐ１　□Ｐ２　□Ｐ３　□ＬＳＣ　□ＬＳ１　□ＬＳ２　□Ｐ１Ａ　□Ｐ２Ａ

（注１２） □Ｐ３Ａ　□特定飼育区画　□Ｐ１Ｐ　□Ｐ２Ｐ　□Ｐ３Ｐ　□特定網室

施設等の概要

（注１３）

遺伝子組換え生物

等を不活化するた

めの措置

遺伝子組換え生物等を保有して

いる動物、植物又は細胞等の特性

その他（注１４）



[記載要領]

注１　実験実施期間は５年を限度とする。

注２　実験に用いる全ての実験室、実験区画、実験区域、飼育区画及び網室について記載すること。

注３　宿主が微生物、動物、植物を同時に含む実験の場合は、その宿主毎に記入すること。

注４　実験に該当する全ての項目を選ぶこと。

     ように記載すること。特定飼育区画又は特定網室がある場合には、以下の項目についても記載すること。

(1) 組換え動物等又は組換え植物等の系統数又は個体数

(2) 飼育区画又は網室の面積

(3) 組換え動物等の飼育又は組換え植物等の栽培の方法

注６　核酸供与体に関し以下の項目について記載すること。

(1) 省令に定める分類区分

(2) 分類学上の位置

(3) 病原性、有害物質産生能その他の特性

注７　供与核酸に関し、以下の項目について記載すること。

(1) 同定済、未同定の別

(2) 種類（ゲノムＤＮＡ、ｃＤＮＡ、合成核酸等）及び一般的名称

(3) 遺伝子産物の機能（酸素、調節タンパク質等）、大きさ、構成

(4) 塩基配列情報又はデータタベースのアクセッションナンバー

注８　ベクターに関し以下の項目を記載すること。

(1) 認定、未認定の別

(2) 名称、由来する生物の分類学上の位置及び省令による実験分類

(3) 構成

(4) 伝達性及び宿主特異性

注９　遺伝子組換え生物等の宿主に関し、又、細胞融合実験の場合には親生物に関し、以下の項目に

　　ついて記載すること。

(1) 分類学上の位置及び省令による実験分類

(2) 自然環境における分布状況及び生息又は生育が可能な環境

(3) 繁殖又は増殖の様式

(4) 病原性、有害物質の産生能その他特性

(5) 栄養要求性、薬剤耐性及び至適生育条件（微生物を使用する場合に限る）。

(6) 注９に掲げる項目（宿主ウィルス及びウィロイドの場合に限る）。

注10 遺伝子組換え実験の場合は宿主と比べて、細胞融合実験の場合には親生物と比べて、遺伝子組

　　換え生物等に新たに付与されることが予想される又は付与された特性を記載すること。又、拡散防止

    措置の区分の中に特定飼育区画、特定網室がある場合には、以下の項目について記載すること。

(1) 組換え核酸の移入方法及び育成の経過（経代数を含む）。

(2) 供与核酸の存在状態及び供与核酸による形質の発現の安定性

(3) 繁殖又は増殖の様式

(4) 生育又は生存に対し、気象条件によって受ける影響

(5) 微生物である遺伝子組換え生物等の残存性及び当該遺伝子の他の生物への伝播性

注11 遺伝子組換え生物等を保有していない動物、植物又は細胞と比べて、保有しているものに新たに

     付与されることが予想される又は付与された形質について記載すること。

注12 拡散防止措置の区分のうち、実験をする間に執る拡散防止措置の区分を全て記載し、その理由を

　　記載すること。

注13 以下の項目ついて記載すること。

(1) 主要な施設、設備及び機器の位置及び名称

(2) 培養設備等の総容量（大量培養実験に限る。）

(3) 施設等の確認状況

(4) 周辺における組換え植物等と交雑する植物の有無及びそれを防止する措置

注14 以下の項目ついて記載すること。

(1) 動物を飼育する施設等の管理者による確認状況（動物使用実験に限る。）

(2) 事故時等緊急時における対処方法（大量培養実験に限る。）

注５　実験に係わる全ての遺伝子組換え生物等及び拡散防止措置の区分について、実験の過程がわかる



別紙様式４

管理の対象となる

組換え生物等の概要

保管又は他の

実験によって得られた （注５） 処分 移管 実験に活用

遺伝子組換え生物等

の管理に関する措置

（注３）

所 属 部 局
の 所 在 地

名 称 ・ 所 在 地

連　　絡　　先　　(注２)

実
験
の
場
所

（注４）

郵便番号（　　　　　　）

郵便番号（　　　　　　）

実験の開始及び終了日

所属部局の所在地

所属機関･部局･職

       氏                  名       

実
験
責
任
者

承認番号（注１）

所 属 機 関 ・
部 局 ・ 職

郵便番号（　　　　　　）

郵便番号（　　　　　　）

課　　題　　名

(注６）　複数の者に分割して移管する場合は、別葉にその旨記載し、添付すること。

他の実験に活用する
場合の実験計画の概
要

実験責任者の健康状
態等（注７）

(注１）　最新の承認番号を記入すること。

(注２）　連絡者の部局・職・氏名を記載のこと。

(注７）　実験に伴う異常の有無、症状等を記入すること。

(注３）　実験終了（中止）時において、実験責任者の管理下にあるものを対象とすること。

(注４）　保管している書類及び遺伝子組換え生物等の数量について、簡明に記入すること。

(注５）　該当事項に○を付すこと。

遺伝子組換え実験終了（中止）報告書

実
験
の
終
了

（
中
止

）
に
伴
う
措
置

措 置 の 区 分

　　　年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　　日

氏 名

移
管
の
場
合
の

責
任
者

（
注
６

）



別紙様式５

備 考

種 類 数 量

（注）　遺伝子組換え生物等を廃棄した場合は、備考欄に廃棄方法及び廃棄場所を記入すること。

遺伝子組換え生物等保管管理簿

異 動 事 項 （ 年月 日 ） 保 管 場 所

実 験 課 題 名

実 験 責 任 者

拡 散 防 止 措 置

保 管 に 係 る 遺 伝 子

組 換 え 生 物 等
保 管 に 従
事 し た 者



別紙様式６

運 搬 年 月

日及び時間 運 搬 方 法 備 考

種 類 数 量 機 関 名 責 任 者 名

（注）　遺伝子組換え生物等を廃棄した場合は、備考欄に廃棄方法及び廃棄場所を記入すること。

組 換 え 生 物 等
運 搬 先 運搬に従事

し た 者

遺伝子組換え生物等運搬管理簿

実 験 課 題 名

実 験 責 任 者

運 搬 に 係 る 遺 伝 子



別紙様式７

P＿ B＿

取扱責任者

昼間

緊急連絡先

夜間

遺伝子組換え生物等に係る実験中

関係者以外立入禁止

BIOHAZARD



別紙様式８

B＿

遺伝子組換え生物等保管庫

BIOHAZARD



別紙様式９

出 入 者

（所属・氏名）

実験従事者以外の者の実験施設への出入管理簿

及 び 時 間
出 入 場 所 出 入 目 的 備 考

実 験 課 題 名

実 験 責 任 者

拡 散 防 止 措 置

出 入 年 月 日



別紙様式１０

注１．　第１６条の譲渡・提供・委託に該当する場合は、遺伝子組換え生物等の保管又は運搬に関して必要
　　　な事項を備考欄に記入すること。
注２．　Ｐ２レベル以下の実験の場合、同一の内容を含む実験記録簿をもって本様式の実験記録簿に代える
　　　ことができる。

実 験 従 事 者

実 験 の 結 果

実 験 責 任 者

実 験 の 実 施 年 月 日

拡 散 防 止 措 置

遺伝子組換え生物等の
廃 棄 の 方 法

備 考

実  験  記  録  簿

実 験 の 実 施 内 容

　　　年　　　　月　　　日（　　　）～　　　　年　　　　月　　　　日（　　　）

実 験 課 題 名



別紙様式１１ 

年 月 日 
 
 

遺伝子組換え生物等の譲渡等に関する情報提供書 
 
 

（相手先名称） 殿  
 
 
氏名              

 

 

 

 

 

譲 

渡 

者 

の 

連 

絡 

先 

法人等名称： 

所属： 

担当責任者氏名 

所在地：〒 

TEL: 

FAX: 

e-mail: 

注 省令等に定める内容を満たす他の様式をもってこれに代えることができる。 

 

 

 

 

使用等の区分 

 

遺伝子組換え生物等の第二種使用等 

 

宿主又は親生物の名称 
 

 

供与拡散又は複製物の由来 

と名称 

 

由来 
 

 

名称 
 

 

施行規則第十六条第一号、 

第二号又は第四号に基づく 

使用等 

 

 
□ 該当あり □ 該当なし 

 

大臣確認手続 
 

□ 要 □ 不要 

 

二種省令に基づく執るべき 

拡散防止措置の区分 

 

 

第二種使用等の承認番号等 
 



別紙様式１２  

 

 

 

 
 

遺伝子組換え生物等の譲渡等に関する届出書 

 
年 月 日 

 

 

 

(部局長) 殿  

 

氏名  
 

 

 

愛媛大学遺伝子組換え実験安全管理規程第２１条第２項の規定に基づき下記 

のとおり届け出ます。 

 

 

 

記 

 
 

譲渡等の区分 
 

□譲渡等 
 

□受入等 

 

情報提供が行われた日 
 

年 
 

月 日 

 

情報提供の手段 
 

□文書の交付 

□電子メール 

 

□容器等への表示 
 

□ FAX 

 

 

 

                        安全主任者氏名          

 

 

 
 

注 別紙様式１１又はそれに代わる様式の写しを添付すること。 



別紙様式１３ 
 
 

年 月 日 
 
 

遺伝子組換え生物等の輸出に関する届出書 
 

 

 
(部局長) 殿 

 
 

 

氏名  

 

 

 
愛媛大学遺伝子組換え実験安全管理規程第２１条第３項の規定に基づき下記 

のとおり届け出ます。 

 

 

 

記 

 
 

輸出を行った日 
 

年 月 
 

日 

 

様式第 12 の表示箇所 
 

□遺伝子組み換え生物等 

□送り状 

 

□包装 
 

□容器 

 

 

 

                         安全主任者氏名         

 

 

 

注 法施行規則様式第１２の写しを添付すること。 
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